
（単位：千円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 69,683,149 ※ 固定負債 14,059,078

有形固定資産 68,664,717 ※ 地方債 12,553,385
事業用資産 27,062,239 ※ 長期未払金 -

土地 15,934,249 退職手当引当金 1,505,693
立木竹 - 損失補償等引当金 -
建物 30,322,430 その他 -
建物減価償却累計額 △ 19,893,292 流動負債 1,456,626
工作物 2,553,633 1年内償還予定地方債 1,266,487
工作物減価償却累計額 △ 1,861,435 未払金 -
船舶 - 未払費用 -
船舶減価償却累計額 - 前受金 -
浮標等 - 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 155,980
航空機 - 預り金 34,159
航空機減価償却累計額 - その他 -
その他 0 15,515,704
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 6,653 固定資産等形成分 70,391,182

インフラ資産 40,606,339 ※ 余剰分（不足分） △ 14,532,807
土地 5,246,510
建物 523,601
建物減価償却累計額 △ 421,575
工作物 69,526,337
工作物減価償却累計額 △ 34,296,276
その他 -
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 27,741

物品 1,675,317
物品減価償却累計額 △ 679,177

無形固定資産 -
ソフトウェア -
その他 -

投資その他の資産 1,018,432
投資及び出資金 10,775

有価証券 -
出資金 10,775
その他 -

投資損失引当金 -
長期延滞債権 85,675
長期貸付金 733,320
基金 194,707

減債基金 -
その他 194,707

その他 -
徴収不能引当金 △ 6,045

流動資産 1,690,931
現金預金 931,930
未収金 55,151
短期貸付金 -
基金 708,033

財政調整基金 628,631
減債基金 79,402

棚卸資産 -
その他 -
徴収不能引当金 △ 4,183 55,858,376 ※

71,374,080 71,374,080

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

一般会計等貸借対照表
（令和３年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額



（単位：千円）

経常費用 21,201,279 ※

業務費用 7,719,974
人件費 2,613,125

職員給与費 2,149,757
賞与等引当金繰入額 155,980
退職手当引当金繰入額 △ 94,758
その他 402,146

物件費等 4,952,633
物件費 3,269,360
維持補修費 66,230
減価償却費 1,617,043
その他 -

その他の業務費用 154,216
支払利息 48,324
徴収不能引当金繰入額 △ 750
その他 106,642

移転費用 13,481,305 ※

補助金等 8,568,104
社会保障給付 3,657,431
他会計への繰出金 1,247,473
その他 8,298

経常収益 334,649 ※

使用料及び手数料 164,985
その他 169,663

純経常行政コスト △ 20,866,630
臨時損失 -

災害復旧事業費 -
資産除売却損 -
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 -

臨時利益 -
資産売却益 -
その他 -

純行政コスト △ 20,866,630

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

一般会計等行政コスト計算書
自　令和２年４月３１日

至　令和３年３月３１日

科目 金額



（単位：千円）

前年度末純資産残高 55,281,732 69,471,604 △ 14,189,872

純行政コスト（△） △ 20,866,630 △ 20,866,630

財源 20,144,916 20,144,916

税収等 10,721,109 10,721,109

国県等補助金 9,423,807 9,423,807

本年度差額 △ 721,714 △ 721,714

固定資産等の変動（内部変動） 142,316 △ 142,316

有形固定資産等の増加 2,382,263 △ 2,382,263

有形固定資産等の減少 △ 2,183,937 2,183,937

貸付金・基金等の増加 459,711 △ 459,711

貸付金・基金等の減少 △ 515,721 515,721

資産評価差額 - -

無償所管換等 1,294,986 1,294,986

その他 3,373 ※ △ 517,724 521,096

本年度純資産変動額 576,644 919,578 △ 342,934

本年度末純資産残高 55,858,376 70,391,182 △ 14,532,807 ※

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

一般会計等純資産変動計算書
自　令和２年４月３１日

至　令和３年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）



（単位：千円）

【業務活動収支】
業務支出 19,679,676

業務費用支出 6,198,371 ※

人件費支出 2,707,814
物件費等支出 3,335,590
支払利息支出 48,324
その他の支出 106,642

移転費用支出 13,481,305 ※

補助金等支出 8,568,104
社会保障給付支出 3,657,431
他会計への繰出支出 1,247,473
その他の支出 8,298

業務収入 20,221,553
税収等収入 10,729,310
国県等補助金収入 9,157,595
使用料及び手数料収入 164,985
その他の収入 169,663

臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 541,877
【投資活動収支】

投資活動支出 1,013,742
公共施設等整備費支出 525,031
基金積立金支出 457,511
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 31,200
その他の支出 -

投資活動収入 815,580
国県等補助金収入 266,212
基金取崩収入 511,714
貸付金元金回収収入 33,007
資産売却収入 4,647
その他の収入 -

投資活動収支 △ 198,162
【財務活動収支】

財務活動支出 1,182,633
地方債償還支出 1,182,633
その他の支出 -

財務活動収入 1,033,600
地方債発行収入 1,033,600
その他の収入 -

財務活動収支 △ 149,033
194,682
703,089
897,771

前年度末歳計外現金残高 32,553
本年度歳計外現金増減額 1,606
本年度末歳計外現金残高 34,159
本年度末現金預金残高 931,930

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

前年度末資金残高
本年度末資金残高

一般会計等資金収支計算書
自　令和２年４月３１日
至　令和３年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額



一般会計等財務書類における注記

１．重要な会計方針
（１）有形固定資産等の評価基準及び評価方法

取得価格が判明しているものについては取得価格、取得価格が不明なものは再調達価格にて評
価しています。ただし、昭和５９年以前に取得したものは、取得価格不明なものとし、再調達
価格にて評価しています。なお、道路、河川及び水路の敷地については、備忘価格1円として
います。

（２）有価証券等の評価基準及び評価方法
①　市場価格のあるもの
　該当ありません。
②　市場価格のないもの
　出資金額等により評価しています。

（３）有形固定資産等の減価償却の方法
定額法を採用しています。

（４）引当金の計上基準及び算定方法
①　徴収不能引当金
　債権の不納欠損による損失に備えるため、過去５年間の不納欠損の実績率等により、回収不
能と見込まれる額を計上しています。
②　賞与等引当金
　翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額
のうち、それぞれ本会計年度負担相当額を計上しています。
③　退職手当引当金
　本会計年度末における退職手当自己都合要支給額を計上しています。

（５）リース取引の処理方法
①　ファイナンス・リース取引
　通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
②　オペレーティング・リース取引
　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

（６）資金収支計算書における資金の範囲
　現金（手許現金及び要求払預金）
　なお、現金には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含みます。

（７）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項
①　物品の計上基準
　物品については、取得価格又は見積価格が50万円（美術品は300万円）以上の場合に資産と
して計上しています。
②　資本的支出と修繕費の区分基準
　資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が60万円未満であるとき、又は固定資産の
取得価格の概ね10％相当額以下であるときに修繕費として処理しています。
③　消費税及び地方消費税の会計処理
　税込方式により処理しています。

２．重要な会計方針の変更等
（１）会計方針の変更

　該当ありません。
（２）表示方法の変更

　該当ありません。
（３）資金収支計算書における資金の範囲を変更

　該当ありません。

３．重要な後発事象
（１）主要な業務の改廃

　該当ありません。
（２）組織・機構の大幅な変更

　該当ありません。
（３）地方財政制度の大幅な改正

　該当ありません。
（４）重大な災害等の発生

　該当ありません。
（５）その他重要な後発事象

　該当ありません。



４．偶発債務
（１）保証債務及び損失補償債務負担の状況

　該当ありません。
（２）その他主要な偶発債務

  該当ありません。

５．追加情報
（１）出納整理期間

　地方自治法第235条の5の規定に基づき出納整理期間が設けられています。出納整理期間にお
ける現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。

（２）表示単位未満の金額
　千円単位未満を四捨五入しているため、各項目を足し上げた数値と当該項目の上位項目の数
値が異なる場合があります。

（３）地方公共団体財政健全化法における健全化判断比率の状況
実質赤字比率　　　　－
連結実質赤字比率　　－
実質公債費比率　　 3.0％
将来負担比率　　　33.4％

（４）繰越事業に係る将来の支出予定額
継続費逓次繰越額　　  3,120千円
繰越明許費繰越額　　355,875千円
事故繰越額　　　　　      0千円

（５）その他財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項
　特にありません。

（６）基金借入金（繰替運用）の内容
　歳計現金に不足が生じる場合は、効率性を勘案し、歳計現金への繰替運用を行っています。

（７）将来負担に関する情報（地方公共団体財政健全化法における将来負担比率の算定要素）
将来負担額　　　　　20,182,050千円
充当可能財源等　　　17,022,716千円
標準財政規模　　　　10,552,034千円
算入公債費等の額　　 1,119,313千円

（８）基礎的財政収支
 337,836千円
基礎的財政収支＝業務活動収支（支払利息支出を除く）+投資活動収支（基金積立支出及び基
金取崩収入を除く）

（９）一時借入金の増減額が含まれていない旨並びに一時借入金の限度額及び利子の金額
　資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。
　なお、一時借入金の限度額及び利子額は次のとおりです。
一時借入金の限度額　　　　1,000,000千円
一時借入金に係る利子額　　　　　　0千円


